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　①－２照明設備（外灯）

　　　予備調査を実施するにあたり、大江団地（北地区）については機器型式が不明であった為、対象

地区を黒髪団地（北地区）及び黒髪団地（南地区）の2地区とした。

　　　設置台数や設置年、器具仕様等の調査結果を基に、更新・改造による高効率化を行った場合の省

エネ効果を算出する。

　　　調査結果を基に、2地区における省エネ効果を算出した。また、算出した省エネ効果及び外灯総

数に対する器具更新・改造率と、各地区の外灯総数より大江団地（北地区）における省エネ効果を

推察した。結果を表－７に示す。
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表－７　照明設備 (外灯 ) 調査結果
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　②空調設備

　　　空調設備の省エネ対策としては、空調機の高効率化を検討する。予備調査としては、単位面積当

たりの空調能力と設置年（改修年）を表－８のとおり調査した。EHPとGHPでは省エネ効果及

び工事費が大きく異なることから、区別して調査した。これより、設置年の古いものが多くみられ

ることから、省エネ効果が期待できると判断した。また、空調時間及び負荷率は建物用途により区

分できるものとし、建物用途も合わせて調査を行った。

　

　③換気設備

　　　換気設備の省エネ対策としては、全熱交換器未設置の建物に対する導入を検討する。

　　　全熱交換器は、空調負荷の25～ 40％を占める外気負荷の軽減を図る為、換気の排気中の熱エ

ネルギーを回収する熱交換システムで、外気負荷低減効果は概算で50～ 70％程度と言える。そ

の為12.5 ～ 28％の空調負荷軽減効果が期待出来る。

　　　予備調査としては、換気設備の設置年（改修年）と全熱交換器の設置状況を表－９のとおり調査

した。これより、空調機更新と同時に設置することで、省エネ効果が期待できると判断した。

　

　④衛生設備

　　　衛生設備の省エネ対策としては、水栓類の適正流量への調整を検討する。棟単位の診断において、

各棟とも水量の調整等は行われていないことを確認した。よって、節水効果が期待出来ると判断し

た。

　　　小便器のオート水洗への更新についても検討したが、各地区設置数の82％が既にオート水洗が

採用されており、且つ使用頻度の高い施設には既に採用済みであるため、今回の計画からは除外す

る。

　　　棟単位の水消費量は計量していないため、建物用途と延床面積より想定できる様、表－10のと

おり調査を実施した。

　 表－８　空調設備調査結果（黒髪団地南地区）

表－９　換気設備調査結果（大江団地北地区）
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　⑤変圧器

　　　変圧器の省エネ対策としては、高効率変圧器への更新を検討する。予備調査としては、対象3

地区の変圧器設置状況を調査した。また、100ｋ VAと 300ｋ VAの変圧器（平均負荷率40％

と仮定）を高効率型に更新した場合の省エネ効果を表－11にまとめる。これらより、高効率変圧

器への更新による省エネ効果が期待できると判断した。

　

　⑥エレベーター設備

　　　エレベーター設備の省エネ対策としては、最新機器への更新による省エネ効果を検討する。予備

調査としては、エレベーター設置台数、設置年及び制御方式等を調査した。法定耐用年数が17年

であることから、今後5年間に耐用年数を迎える1997年以前に設置されたものについて検討し

たが、対象3地区において更新の対象となるインバーター未導入のエレベーターがなった。そこで、

他地区のエレベーター設備を調査したところ、インバーター未導入機器が2台設置されていた為、

それらについて省エネ効果及び工事費を検討した。結果を表－12に示す。

表－11　高効率型に更新した場合の省エネ効果
100KVA 300KVA

全損失（W）
30年前の変圧器 約780W 約1750W
トップランナー方式 約450W 約920W

省エネ効果
更新による削減（％） 約42% 約47%
年間削減電力量（kWh） 2890.8kWh 7270.8kWh

表－12　他地区エレベーター設備省エネ効果（本荘団地中地区）

建物名称
設置年 電力削減量 コスト削減額

（円 /年）
イニシャルコスト
（千円 /年）CEC/EV メーカー値

生命資源研究・支援センター
動物資源開発研究施設東棟

1981 2,616.3 2,356 37,900 12,420

1981 2,616.3 2,356 37,900 10,530

計 75,800 22,950
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表－10　衛生設備調査結果（黒髪団地北地区）
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　⑦飼育ラック

　　　飼育ラックの省エネ対策としては、表－13の飼育ラックシステム比較表より、給・排気型飼育

システムの採用が効果的であると思われる。

　　　このシステムは、今年度（平成21年度）に計画された生命資源研究・支援センター動物資源開

発研究施設東棟3階及び9年前に新設されたエイズ学研究センター、生命資源研究・支援センター

動物資源開発研究施設新館で既に採用している。

　　　その他未導入のラックについては同システムの採用による省エネ効果が期待出来るが、費用対効

果の面から空調設備の更新時期に合わせた改修が望ましいと判断する。飼育ラック設置状況の調査

結果を表－14に示す。

　 表－１３　飼育ラックシステム比較表
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　⑧低温室 (プレハブ )

　　低温室（プレハブ）の省エネ対策としては、下記3点が考えられる。

　　１　照明器具の高効率化（低温対応のHf 型照明の採用）

　　２　断熱の強化

　　３　空調機の高効率化

　　　省エネ対策のうち、１については部分的な改修が可能であるが、２・３については低温室（プレ

ハブ）自体の更新が必要となる。また、低温室は用途や使用勝手によって設計条件が様々である事

や、施工性の面からも建物改修時に合わせた更新が望ましいと判断する。表－15に、竣工年（改

修年）と室面積等、低温室設置状況の調査結果を示す。

　

　⑨オートクレーブ

　　　予備調査として、現在のオートクレーブの設置状況を調査した。結果を表－16に示す。これより、

全台電気式であり、設置後の経過年数が5年以内であることから、機器の更新による省エネ効果

は見込めないと判断した。しかし、詰め込みすぎの防止や定期的な清掃・メンテナンスの実施によ

るエネルギーの浪費防止等、ソフト面での対策は有効と思われる。
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表－14　飼育ラック調査結果（黒髪団地北地区・南地区）

表－15　低温室調査結果（黒髪団地南地区）

表－16　オートクレーブ調査結果（大江団地北地区）
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（２）棟単位の詳細診断
　建築・設備機器の設置状況やメンテナンス履歴、劣化状況を詳細に調査した。中長期期間内に大規模改

修を予定している対象施設については、建物側での省エネ改修と設備側での省エネ改修の双方から診断を

実施した。その他の対象施設については、主として設備面での省エネ改修の診断を実施した。設備機器に

ついては、余命診断（省エネルギー診断実施者の保有特許）（表－17参照）を実施した。併せて、（社）

建築・設備維持保全推進協会の劣化診断（表－18参照）も実施した。劣化診断結果は双方共ほぼ同様の

結果が得られている。

　
表－17　省エネ診断実施者の設備機器余命診断書（薬学部本館）




